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１ 調査検討の趣旨及び概要 

(1) 調査検討の趣旨 
平成１２年６月１０日、群馬県の化学工場において、爆発火災が発生し、

当該工場を中心に（半径約１，５００ｍの範囲）、死者４名、負傷者５８名、

建物全半壊７棟、建物一部損壊２８６棟などの被害が生じた。当該事故の

原因について調査検討を行った結果、爆発した物質はヒドロキシルアミン

であることが明らかとなり、また、その後、ヒドロキシルアミン塩類につ

いても、ヒドロキシルアミンと類似の性質（加熱等により容易に爆発する

自己反応性物質としての性質）を示す物質であることが判明した。 

そこで、平成１３年に消防法の改正により危険物第五類（自己反応性物

質）として、「ヒドロキシルアミン」及び「ヒドロキシルアミン塩類」が追

加された。 

加えて、消防法改正の際の国会審議（平成１３年５月３１日衆議院総務

委員会及び同年６月２６日参議院総務委員会）において、消防庁長官から、

科学技術の進展等により新たに出現する物質で火災危険性を有すると想定

されるものについては、物質の性状や流通の実態を早期に把握し、危険物

として規制をして保安の確保を図る必要がある旨の答弁が行われた。 

この答弁を受けて、平成１４年度から平成１９年度まで火災危険性を有

するおそれのある物品の性状並びに当該物品の生産及び流通状況の調査を

実施してきた。その結果を踏まえ、平成２０年度、「危険物等の危険性に関

する調査検討会」（以下「検討会」という。）において、火災危険性を有す

るおそれのある物質の危険物への追加について検討を行った。 

また、検討会では、併せて、近年新たに毒物又は劇物に追加された物質

があることを踏まえ、これらの物質の「火災予防又は消火活動に重大な支

障を生ずるおそれのある物質」（以下「消防活動阻害物質」という。）への

追加について検討を行った。 

 
(2) 調査検討事項 

検討会は、主に次の事項について調査検討を行った。 

ア 危険物及びこれらに類する物品が有する危険性に関すること 

イ 消防活動阻害物質が有する危険性に関すること 
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(3) 検討会開催状況 

 検討会は、以下の日程で開催した。 

 

 日  程 検討事項 

第１回検討会 平成２０年８月２８日㈭ ① 火災危険性を有するおそれの

ある物質の調査検討結果につ

いて 

② 消防活動阻害物質の指定につ

いて 

③ 今後の検討会の進め方につい

て 

④ その他 

第２回検討会 平成２０年１２月２５日㈭ ① 第１回検討会の議事録（案）に

ついて 

② 報告書について 

・調査検討の背景及び概要 

・火災危険性を有するおそれの

ある物質の対応 

・消防活動阻害物質の対応 

③ その他 

 



２ 危険物の性状を有することが新たに判明した物質への対応 

(1) 消防法上の危険物の定義 

 消防法上の危険物は、「別表第一の品名欄に掲げる物品で、同表に定める

区分に応じ同表の性質欄に掲げる性状を有するものをいう」と定義されて

いる（消防法第２条第７項）。 

 ここでいう「別表第一の品名欄」には、それぞれ物品名などが掲げられ

ているほか、「その他のもので政令で定めるもの」、「前各号に掲げるものの

いずれかを含有するもの」も掲げられている。「その他のもので政令で定め

るもの」は、危険物の規制に関する政令(以下「政令｣という。）において規

定されている物品名を指す。また、「前各号に掲げるもののいずれかを含有

するもの」は、品名欄又は政令に掲げられた物品の含有物（混合物）を指

す。 

また、「性質欄に掲げる性状を有する」とは、政令に定める危険性を判断

するための試験（以下「危険物確認試験」という。）において、政令で定め

る性状を有することを示す（以下「危険物の性状を有する」という。）もの

をさす。 

 消防法上の危険物は、性状に応じ、「酸化性固体」（第一類）、「可燃性固

体」（第二類）、「自然発火性物質及び禁水性物質」（第三類）、「引火性液体」

（第四類）、「自己反応性物質」（第五類）及び「酸化性液体」（第六類）の

６つのグループに区分されている。 

「酸化性固体」（第一類）は、酸化の力が強い固体又は衝撃に対する敏感

性の高い固体であり、一般的に不燃物であるが、可燃物の燃焼を著しく促

進する性質を持つ（例：塩素酸カリウム、硝酸アンモニウム）。 

「可燃性固体」（第二類）は、比較的低温で着火しやすい固体の可燃物で

ある（例：赤リン、硫黄）。 

「自然発火性物質及び禁水性物質」（第三類）は、空気中で発火するおそ

れのある固体又は液体、水と接触して発火するもの又は水と接触し可燃性

ガスを発生する固体又は液体である（例：ナトリウム、アルキルアルミニ

ウム）。 

「引火性液体」（第四類）は、引火性の液体である（例：ガソリン、灯油）。 

「自己反応性物質」（第五類）は、加熱等により爆発する危険性を有する

固体又は液体である（例：トリニトロトルエン、ヒドロキシルアミン）。 

~ 3 ~ 
 



「酸化性液体」（第六類）は、酸化力の強い液体であり、一般に、不燃物

であるが、可燃物の燃焼を著しく促進する性質を持つ（例：過酸化水素、

硝酸）。 

 

(2) 火災危険性を有するおそれのある物質に関する調査結果概要（本検討会

以前の対応） 
科学技術の進展等により新たに出現する物質で火災危険性を有すると想

定されるものについては、物質の性状や流通の実態を早期に把握し、危険

物として規制をして保安の確保を図る必要があるとした国会での答弁要旨

を踏まえ、火災危険性を有するおそれのあり、かつ、流通の実態のある物

質を調査することとした。 

そこでまず、平成１４年度と平成１５年度に、文献（ブレスリック危険

物ハンドブック等）及び様々な事故事例から「自然発火性物質及び禁水性

物質」（第三類）、「自己反応性物質」（第五類）などには現在のところ

該当していないが、当該危険物の性状を有する可能性の高い火災危険性を

有するおそれのある物質にどのような物質があるかを調査した｡ 

これらの調査により判明した火災危険性を有するおそれのある１７３物

質について､平成１４年度から順次国内において入手することができる試

薬（以下｢試薬｣という。）１０４物質と試薬以外の用途（工業用原料、触

媒等）で国内に広く流通していることが判明している製品（以下｢市中流通

品｣という。）２物質について、危険物確認試験を実施した結果、試薬２６

物質と市中流通品１物質が危険物の性状を有することが判明した｡ 

試薬については、一般的に少量生産であり、小型容器に入ったものとし

て流通し、取り扱われる場所が主に大学や研究機関の実験室と想定される

ことから、試薬としてのみ取り扱われる物質は、今回の調査から外すこと

とした。 

そこで、危険物の性状を有することが判明した試薬２６物質について、

他の用途での使用実態の調査を行った結果、７物質については試薬として

のみだけでなく、市中流通品として存在することが判明した。 

なお、試薬として製造された物質と、工業用原料や触媒といった用途で

製造された市中流通品とは、同一物質であったとしても、製造方法の違い

により性状が異なる可能性がある。そのため、市中流通品そのものを用い、
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危険物確認試験を行った結果、７物質全てが危険物の性状を有することが

改めて確認された。 

以上の一連の作業を通して、市中流通品であって、かつ、危険物の性状

を有する物質として、以下の８物質が特定されることとなった（図１参照）。 

（市中流通品であって、危険物の性状を有する物質） 

塩化チタン(Ⅲ)無水アルミニウム還元型、塩化チタン(Ⅲ)、トリブチルホ

スフィン、ラネーニッケル、トリメチル亜リン酸、アリルグリシジルエー

テル、シアナミド、ジケテン 
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～ ６ ～～ ６ ～

有 物質

図１　平成19年度までの、火災危険性を有するおそれのある物質に関する調査

 危険物ハンドブック第５版及び第６版（著：ブレスリック）

 特殊材料ガス安全データ集２０００年版（日本産業ガス協会特殊ガス工業部会編）

 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律に基づく化学物質

 危険物の輸送に関する国連勧告書第１３版及び第１４版（国連危険物輸送専門家委員会）

 危険物に係る事故事例　昭和３７年～平成１７年（消防庁）

 火災原因調査報告データ　昭和３７年～平成１７年（消防庁）　

 災害情報データベース（特定非営利活動法人 災害情報センター）

 リレーショナル化学災害データベース（産業技術総合研究所）

 失敗知識データベース（科学技術振興機構）

 事故調査報告書（米国化学物質安全性・危険性調査委員会）

 事故記録報告書（西オーストラリア州政府消費者・雇用保護省）

 データベースＭＡＲＳ（欧州委員会共同研究センター）

 データベースＦＡＣＴ（オランダ応用科学研究機構）

文献等により確認された火災危険性を
有するおそれのある物質するおそれ ある

１７３物質

日本国内で入手可能な物質に
ついて、危険物確認試験を実
施

試薬１０４物質 市中流通品２物質

危険物の性状を有する
ことが確認された物質

試薬２６物質 市中流通品１物質

市中流通品について、危険物
確認試験を実施

市中流通品７物質

危険物の性状を有する
ことが確認された物質

市中流通品７物質

市中流通品であって、危険物の性状を
有することが確認された物質

市中流通品８物質



 

(3) 消防法上の危険物に新たに物質を追加するに当たっての基本的な考え

方 

ア ヒドロキシルアミン及びヒドロキシルアミン塩類を消防法上の危険物

に追加した際の考え方 

 平成１２年６月のヒドロキシルアミンの製造中の爆発火災の発生（死

者４名、負傷者５８名）を踏まえ、危険物委員会（委員長：秋田一雄東

京大学名誉教授、事務局：消防庁）〔第１回：平成１２年９月７日、第２

回：平成１２年１０月６日〕において、ヒドロキシルアミンに関する消

防法上の取扱いについて検討が行われた。 

 当該委員会において、ヒドロキシルアミン及び類似の物質であるヒド

ロキシルアミン塩類について、自己反応性物質（第五類の危険物）とし

ての性状を有することが説明された。 

 また、ヒドロキシルアミンは、ヒドロキシルアミン５０％水溶液とし

て流通しているが、その量は年間の生産量で４，０００tであることが説

明された（ヒドロキシルアミン５０％水溶液は、ヒドロキシルアミンを

含有するものに該当する。）。そして、ヒドロキシルアミン塩類について

は、硫酸ヒドロキシルアミンの年間の生産量が６，０００tであることも

説明された。 

 そして、第２回委員会において、「ヒドロキシルアミン及びその塩類の

消防法令上の取扱いについて」が説明され、ヒドロキシルアミン及びそ

の塩類について、新たに消防法上の危険物として規制する必要があると

された。 
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ヒドロキシルアミン及びその塩類の消防法令上の取扱いについて【抜粋】

（平成１２年度危険物委員会第２回資料）

１ 危険物の指定 
 
 ヒドロキシルアミン及びその塩類（以下「ヒドロキシルアミン等」とい

う。）について、調査検討を行った結果、次のことがわかった。 
 
① 平成１２年６月１０日に化学工場におけるヒドロキシルアミンの製造

工程で発生した爆発事故において爆発した物質は、ヒドロキシルアミン

の再蒸留工程に存した高濃度のヒドロキシルアミンであったが、その被

害状況から極めて大きな爆発力を有するものであり、周辺住民等に大き

な社会的不安を与えたものであること。 
② 消防研究所で実施されたヒドロキシルアミン等の性状に係る試験の結

果、ヒドロキシルアミン等のうち、ヒドロキシルアミン水溶液（一定濃

度以上のもの）、硫酸ヒドロキシルアミン（固体）、塩酸ヒドロキシルア

ミン（固体）、燐酸ヒドロキシルアミン（固体）については、生産流通

（製造工程上のものを含む。以下同じ。）している物品が、消防法に定

める自己反応性物質（第五類の危険物）としての性状を有するものであ

ること。 
③ ヒドロキシルアミン等は、危険物規制の対象としても十分な生産流通の

実態にあること。 
 
以上のことから、ヒドロキシルアミン等を消防法別表に定める第五類の

品名欄に掲げ、ヒドロキシルアミン等のうち、消防法令に定める試験を実

施して自己反応性物質の性状を有するものについては、危険物として規制

する必要がある。 
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イ 火災危険性を有するおそれのある物質を新たに消防法上の危険物に追

加する際の考え方 

 ヒドロキシルアミン等を消防法上の危険物に追加するに当たっての取

扱い方針を踏まえつつ、今回、火災危険性を有するおそれのある物質を

新たに消防法上の危険物に追加することを検討するに当たって、「火災危

険性」及び「年間の生産量、貯蔵量又は取扱量」（以下、「年間生産量等」

という。）に関し、次の条件を両方とも満たすものを追加することとする。 
① 物質の火災危険性について【条件①】 

 
 
 
 
 危険物確認試験は、酸化性固体（第一類）から酸化性液体（第六類）

までのそれぞれのグループごとにいくつかの試験が決められており、

それらの試験のいずれか一つを実施した結果、危険物の性状を有する

との結果が出た場合をいう。 
 例えば、危険物確認試験のうち、熱分析試験（自己反応性物質の判

定を行う手法の一つ）において「危険性あり」との結果が出たものに

ついては、条件①に該当する。 

 火災危険性を有するおそれのある物質について、危険物確認試

験の結果、危険物の性状を有すること。 

② 物質の生産量等について【条件②】 
 

 

 

 

 

 

 

 

計算式（Ａ）において、【火災危険性を有するおそれのある物質を消

防法上の危険物に追加した場合、該当する指定数量】とは、上記①で

の危険物確認試験の結果、当該物品が当てはまる政令別表第三の性質

欄に掲げる性質に対応した指定数量をいう。なお、指定数量は、危険

火災危険性を有するおそれのある物質の年間の生産量等が計算式

（Ａ）で求められる数値以上であること。 
 
計算式（Ａ） 
【火災危険性を有するおそれのある物質を消防法上の危険物に追

加した場合、該当する指定数量】×１００（倍）×３６５（日）
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物の危険性の程度に応じて政令第１条の１１に基づき政令別表第三に

定められている数量であって、危険物施設に該当するかどうかの尺度

となり指定数量が小さいほど危険物の危険性が高くなる。 
また、条件②について、ヒドロキシルアミン等を消防法上の危険物

に新たに追加した平成１２年当時に確認した年間生産量（ヒドロキシ

ルアミン５０％水溶液の生産量：４，０００t、硫酸ヒドロキシルアミ

ンの生産量：６，０００t）と同程度の量を満足することを前提に検討

し、計算式（Ａ）が適当であるとした。 

なお、指定数量の１００（倍）とは、指定数量の１０倍程度の製造

所（製造所は倍数別で１０倍を超え５０倍以下の施設の割合が最も多

く、全体の約２３％を占める〔平成１９年３月３１日現在〕）が全国に

１０箇所程度ある数値である。 
 

  （参考） 

１ ヒドロキシルアミン５０％水溶液（第五類 第二種自己反応性物質） 
年間生産量・・・・・・・・・・・・４，０００t（平成１２年度危険

物委員会第１回資料）

計算式（Ａ）【（１００kg）×１００】×３６５日・・・３，６５０t 
 
２ 硫酸ヒドロキシルアミン（第五類 第二種自己反応性物質） 

年間生産量・・・・・・・・・・・・６，０００t（平成１２年度危険

物委員会第１回資料）

計算式（Ａ）【（１００kg）×１００】×３６５日・・・３，６５０t 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 消防法上の危険物に新たに追加する物質 

市中流通品であって、かつ、危険物の性状を有する８物質の試験結果及

び年間生産量等調査結果（平成１７年度調査）は、表１のとおりである。 
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5t 1.5kg

主な用途

70t －

年間生産量等調査

イミダゾリン類合成の触

（平成１７年度調査）

120t

0.1kg

生産等の実績はほとんどなし

有機合成反応触媒、研

4t 76t 水素化触媒等種7440 02 0 固体 4t 76t 水素化触媒等

－ 55t 117t 動物薬、農薬原料等

第三類第 種 －

3831t 298t 4636t
エポキシ樹脂の反応性
希釈剤、農薬の安定剤

－ 42kg 1.6t
植物成長調整剤、合成

医薬品、顔料、染料、プ
11100t 300ｔ 45000t

表１　市中流通品であって、かつ、危険物の性状を有する８物質の試験結果及び年間生産量等調査結果

試　　　　　　　　　験　　　　　　　　　物　　　　　　　　　質 試　　　験　　　結　　　果

判　　　定名　　　　　　　称
化学式・構

（試料の
造式
純度

等
自然発火

水との反
状態

性試験 熱分析試験

）
CAS No.

応性試験 圧力容器試験 生産 貯蔵 取扱

塩化チタン（Ⅲ）,無水,アルミニウ
T

ム還元型
iＣｌ３・１/３AlCl３

12003-13-3
ラン

危険性
固体

ク１

なし

－

－
第三類第一種 媒、重合触媒等

塩化チタン（Ⅲ）
TiＣｌ３

7705-07-9
ラン

ラン
固体

ク１ －

ク１ －
第三類第一種

トリブチルホスフィン
（ｎ－Ｃ₄Ｈ₉）₃Ｐ

998-40-3
ラン

危険性
液体

ク２

なし

－

－
第三類第二種 究開発・分析用等

ラネ ニッケルラネーニッケル
Ｎｉ（Ａｌ６－９％含有）

7440 02 0- -
ラン

固体
危険性

ク１

なし

－

－
第三類第一～

 １
１

 ～

－

トリメチル亜リン酸
（ＣＨ₃Ｏ）Ｐ

121-45-9
－

－
液体

危険

ラン

性あり

ク３
第五類第二種

１－アリルオキシ－２，３－エポ
（アリルグリシジルエーテル）

Ｃキシプロパン ₆Ｈ₁₀Ｏ₂
106-92-3

－

－
液体

危険

ラン

性あり

ク３
第五類第二種

等

シアナミド
ＮＣＮＨ₂

420-04-2
－

－
固体

危険

ラン

性あり

ク２
第五類第二種 原料等

ジケテン
Ｃ₄Ｈ₄Ｏ₂

674-82-8
危険性

液体
なし

危険性なし

危険

ラ

性あり

ンク３
第五類第二種

－ ラスチック原料等



 そこで、(3)イを踏まえ、市中流通品であって、かつ、危険物の性状を有

する８物質の消防法上の取扱いについて検討を行った。 
 物質の火災危険性について、今回の８物質全てが、危険物確認試験の結果、

危険物の６つの区分のうち「自然発火性物質及び禁水性物質」（第三類）又

は「自己反応性物質」（第五類）のいずれかの性状を有することから、条件

①を満たしている。 
 物質の生産量等について、表１に掲げる今回の８物質の年間生産量等調査

（生産、貯蔵、取扱）結果のうち、年間の生産量、貯蔵量及び取扱量の中で、

最も多い量と(3)イ②に掲げる計算式（Ａ）で求められる数値を比較する。 
 
（計算式Ａ） 
第三類第一種自然発火性物質及び禁水性物質（指定数量：10kg）の場合 

・・・【１０kg×１００】×３６５＝ ３６５t  
同類第二種自然発火性物質及び禁水性物質（指定数量：50kg）の場合 

・・・【５０kg×１００】×３６５＝１,８２５t  
第五類第二種自己反応性物質（指定数量：100kg）の場合 

・・・【１００kg×１００】×３６５＝３,６５０t 
 

物 質 名 
年間生産量等調査

のうち、最も多い量

計算式（Ａ）に

よ り 求 め た 量

条 件 ② を

満 た す も の

塩化チタン(Ⅲ),無水,

アルミニウム還元型 
120ｔ  365ｔ   

塩化チタン(Ⅲ) 生産等の実績ほと

んどなし 

365ｔ   

トリブチルホスフィン 5ｔ  1,825ｔ   

ラネーニッケル 76ｔ  365ｔ   

トリメチル亜リン酸 117ｔ  3,650ｔ   

アリルグリシジルエーテル 4,636ｔ  3,650ｔ  条件②を満たす 

シアナミド 1.6ｔ  3,650ｔ   

ジケテン 45,000ｔ  3,650ｔ  条件②を満たす 
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そこで、市中流通品であって、かつ、危険物の性状を有する８物質のう

ち、アリルグリシジルエーテル及びジケテンについて、第五類自己反応性

物質の品名に追加する必要がある。 

また、アリルグリシジルエーテル及びジケテン以外の６物質について、

今後も生産量等の調査を定期的に実施し、国内での需要が高まるなどし、

年間の生産量等が増加する等の状況の変化が生じた場合には、改めて品名

に追加するかどうかについて検討を行う必要がある。 

さらに、当該６物質について、今後もそれぞれの危険性状に応じ、事故

防止など適切な取扱いを図るため、自主保安について一層の推進を図る必

要がある。 
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３ 消防活動阻害物質への対応 

(1) 消防活動阻害物質の定義 

 消防活動阻害物質について、「圧縮アセチレンガス、液化石油ガスその他

の火災予防又は消火活動に支障を生ずるおそれのある物質で政令で定める

ものを貯蔵し、又は取り扱う者は、あらかじめ、その旨を所轄消防長又は消

防署長に届け出なければならない」と規定されている（消防法第９条の３）。 

 また、これを受け、政令において、「法第９条の３第１項の政令で定める

物質は、次の各号に掲げる物質で当該各号に定める数量以上のものとする」

とされており、現行の消防活動阻害物質として、圧縮アセチレンガス（４０

ｋｇ以上）等のほか、毒物及び劇物取締法に規定する毒物又は劇物のうち、

政令別表第一（政令第１条の１０関係）又は「危険物の規制に関する政令別

表第一及び同令別表第二の総務省令で定める物質及び数量を指定する省令」

で定める物質（政令別表第一及び別表第二関係）（毒物にあっては３０ｋｇ

以上、劇物にあっては２００ｋｇ以上）が定められている。 

 

(2) 毒物及び劇物取締法令に新たに指定された物質 

   毒物及び劇物指定令の一部改正（平成２０年７月１日施行）により、新た

に指定された物質は次のとおりである。 
 
【毒物に指定された物質】 

物 質 名（主な用途） 消防法上の取扱い 

塩化ベンゼンスルホニル 

（主な用途：医薬品及び農薬原料）
第四類第三石油類 

１，３－ジクロロプロパン－２－オール 
（主な用途：メッキ工程におけるプラスチックの潤滑剤）

第四類第三石油類 

２－メルカプトエタノール 

（主な用途：化学繊維･樹脂の添加剤）
第四類第二石油類 

亜硝酸イソブチル 

（主な用途：試薬）
第四類第一石油類 

亜硝酸イソペンチル 

（主な用途：試薬）
第四類第一石油類 
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【劇物に指定された物質】 

物 質 名（主な用途） 消防法上の取扱い 

２－（ジメチルアミノ）エチル＝メタクリレート 

（主な用途：４級化物の原料）
第四類第二石油類 

１－ブロモ－３－クロロプロパン 

（主な用途：医薬品及び農薬原料）
【非危険物】 

 

 

(3) 消防活動阻害物質に新たに追加するに当たっての基本的な考え方 

消防活動阻害物質のうち、毒物及び劇物については、平成６年度の「消防

活動阻害物質の指定基準に関する調査検討委員会」（委員長：秋田一雄 東

京大学名誉教授）において、新たに追加するに当たっての要件がとりまとめ

られ、基本的な考え方として、原則として危険物に該当するものを消防活動

阻害物質から除外し、次のいずれかの要件に該当するものについて、消防活

動阻害物質に新たに追加する必要があるとされてきた。 
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指 定 要 件 細     目 

① 常温で人体に有害な気体であるも

の又は有害な蒸気を発生するもの 

○「常温」とは、温度２０℃をいう。 

○「有害な」とは、危険な吸入毒性を有す

ることをいう。 

○「有害な蒸気を発生するもの」とは、液

体（１気圧において、温度２０℃で液状

であるもの又は温度２０℃を超え４０℃

以下の間において液状となるものをい

う。）であるもの又は空気中の水分等と反

応して、危険な吸入毒性を有する気体を

発生する固体（気体及び液体以外のもの

をいう。）であるものをいう。 

② 加熱されることにより人体に有害

な蒸気を発生するもの 

○「加熱されること」とは、火災時におけ

る温度上昇をいう。 

○「有害な蒸気を発生するもの」とは、固

体であって、融解若しくは昇華するもの

又は分解により危険な吸入毒性を有する

気体を発生するものをいう。 

③ 水又は酸と反応して人体に有害な

気体を発生するもの 

○「有害な気体を発生するもの」とは、固

体であって、危険な吸入毒性を有する気

体を発生するものをいう。 

④ 注水又は熱気流により人体に有害

な粉体が煙状に拡散するもの 

○「粉体」とは、流通する形状が粉粒状（目

開きが２mm の網ふるいを通過する量が

１０％以上であるもの）であるものをい

う。 

 

「消防活動阻害物質の指定基準に関する調査検討報告書」（平成７年３月）より 

 

 

(4) 消防活動阻害物質に新たに追加する物質 

今回の毒物及び劇物指定令の一部改正により、新たに毒物又は劇物に指定

されたものについて、(3)の基本的な考え方を踏まえ、毒物に指定された５
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物質及び劇物に指定された「２－（ジメチルアミノ）エチル＝メタクリレー

ト」については、消防法上の「第四類」の危険物に該当していることから、

消防活動阻害物質として改めて追加しない。 
一方、劇物に指定された物質のうち「１－ブロモ－３－クロロプロパン」

については「非危険物」であるため、(3)の基本的な考え方を踏まえ、消防

活動阻害物質への追加について検討する必要がある。 
 

そこで、表２に基づく主な既指定物質との比較を行った結果、「既指定物質

と同程度又はそれ以上の吸入毒性があること」（(3)指定要件①に該当）、及び

「加熱により分解し、有毒で腐食性の気体（臭化水素、塩化水素等）を発生

すること」（(3)指定要件②に該当）から、「１－ブロモ－３－クロロプロパン」

については消防活動阻害物質へ新たに追加する必要があると判断する。 
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経皮毒性
指定要件

経口毒性

１

表２　消防活動阻害物質（劇物）の性状一覧

№ 物質名 状態
比重 比重

１）
融点
（℃）

沸点
℃

水溶性
昇華又
解温度

危険
は分

性
吸入毒性

（水：１） （空気： （℃） ＲＡＴ（ＬＣ50） ＭＯＵＳＥ（ＬＣ50） ＲＡＢＢＩＴ（ＬＤ50） ＲＡＴ（ＬＤ50） ＭＯＵＳＥ（ＬＤ50）

1 アンモニア 気体 0.8(-79℃) 0.6 -78 -33 易 2000 ppm/4H 4230 ppm/1H ①
2 塩化水素 気体 1.3(-113℃) 1.3 -114 -85 溶（冷水） ○空気中の湿気を吸湿して塩酸となる。 3124 ppm/1H 1108 ppm/1H ①

3 クロルスルホン酸 液体 1.8 -80 152 分解
○水と激しく反応し、大量の白煙（有毒ガ
ス）を発生する。 ②③

4 クロルピクリン 液体 1.7(20℃) 5.7 -64 112 微
○空気中
加熱によ
生する。

で気化し、有毒ガスとなる
り有毒ガス（ホスゲン・塩素

。　○
）を発 14400 ppb/4H 66 mg/㎥/4H 250 mg/kg ①②

5 クロルメチル 気体 1 2.5 -98 -24 微
燃焼する
ン）を発

と有毒ガス（塩化水素・ホス
生する。

ゲ
5300 mg/㎥/4H 2200 ppm/6H 1800 mg/kg ①

6 クロロホルム 液体 1.5(15℃) 4.1 -64 61 微（冷水）

○空気中又は光により
（塩化水素・ホスゲン
蒸気は加熱により分解
水素・ホスゲン等）を発

分解し、有毒
等）を発生する

し、有毒ガス
生する。

ガス
。　○
（塩化

47702mg/㎥/4H >20 mg/kg 908 mg/kg 36 mg/kg ①②

7 けいフッ化水素酸 液体 1.3 109 溶
○空気中で有毒ガスを発生する。　○加
熱により分解し、有毒ガス（フッ化水素、
フッ化ケイ素）を発生する。）

①②

8 四塩化炭素 液体 1.6 5.3 -23 77 難（熱水）

○気化し
熱により
スゲン）
してホス

やすく、有毒
分解し、有毒

を発生する。　
ゲンを発生す

ガスとなる。　
ガス（塩化水素
○発煙硫酸と
る。

○加
・ホ
反応

8000 ppm/4H 9526 ppm/8H >20 mg/kg 2350 mg/kg 8363 mg/kg ①②③

9 臭素 液体 3.1(25℃) 5.5(87.7℃) -7.2 59 溶
○気化し
熱により

やすく、有毒ガスとなる。　
有毒ガスを発生する。

○加
2700 mg/㎥ 750 ppm/9M 2600 mg/kg 3100mg/kg ①②

～
１

８
～

10 発煙硫酸 液体 1.9 2.8 35 分解 分解
○空気中で白煙の有毒ガス（三酸化硫
黄）を発生する。　○加熱により、三酸化
硫黄の発生が多量となる。

347 ppm/1H ①②

11 ブロム水素 気体 2.8(-67℃) 2.8(0℃) -87 -67 易 2858 ppm/1H 814 ppm/1H ①

12 ブロムメチル 気体 1.7(0℃) 4 -94 3.6 難
○燃焼す
素、一酸

ると有毒ガス（ブロム水素
化炭素）を発生する。

、臭
302 ppm/8H 1540 mg/㎥/2H 214 mg/kg ①

13 ホルムアルデヒド 気体 0.8(-20℃) 1.1 -118 -19 溶 203 mg/㎥ 400 mg/㎥/2H 270 mg/kg 100 mg/kg 42 mg/kg ①

14 モノクロル酢酸 固体 1.6(20℃) 3.3 62 188 易
○加熱により有毒ガス（塩素・ホスゲ
発生する。

ン）を
180 mg/㎥ 580 mg/kg ②

15 よう素 固体 4.9(25℃) 114 184 溶
○空気中で有毒ガスを発生する。　
熱により有毒ガスを発生する。

○加
800 mg/㎥/1H 14 mg/kg 22 mg/kg ①②

16 硫酸 液体 1.8(18℃) 10 ∞ 340(分解)
○空気中
黄）を発
硫黄を発

で白煙の有毒ガス（三酸化
生する。　○加熱により、三
生して分解し始める。

硫
酸化 510 mg/㎥/2H 320 mg/㎥/2H 2140 mg/kg ①②

17 りん化亜鉛 固体 4.6(13℃) ≧420 1100 不 375

○空気中で有毒ガス（りん化水素）を発生
する。　○水により分解し、りん化水素を
発生する。　○加熱により有毒ガス（りん）
と水素を発生する。　○酸と接して、りん
化水素を発生する。

②③

18 五塩化アンチモン 液体 2.3(20℃) 2～4 92 分解 77
○加熱に
酸化アン

より分解し、有毒ガス（塩素
チモン）を発生する。

、三
720 mg/㎥/2H 620 mg/㎥ 1115mg/kg ②

19 一水素二フッ化アンモニウム 固体 1.5 125 易
○加熱により、フッ化水素を発生する。
○酸と接すると、フッ化水素を発生する。 ②③

20 塩素 気体 1.6(-34℃) 2.5 -101 -35 溶 293 ppm/1H 137 ppm/1H ①

21 塩化第二すず 液体 2.2 -33 114
溶（冷水）、
分解（熱

水）

○空気中の湿気に触れ発煙し塩化水素
を発生する。　○水と激しく反応し、発煙し
て塩化水素を発生する。

③

22 ほうフッ化水素酸 液体 1.3
易（冷水）、
分解（熱

水）

○気化しやすく、フッ化水素を発生する。
○加熱により分解し、有毒ガス（フッ化水
素、三フッ化ほう素）を発生する。

①②

1-ブロモ-3-クロロプロパン 液体 1.6 5.4 -58.9 143.3 不溶
○加熱に
体（臭化

より分解し、
水素、塩化水

有毒で腐食性
素等）を発生す

の気
る。

994-1112 ppm/4H 1127 ppm/2H 3000 mg/kg 680-1200 mg/kg 1290 mg/kg ①②

引用文献： 消防活動阻害物質の指定基準に関する調査検討報告書（平成７年３月）、国際化学物質安全性カード、既存化学物質安全性（ハザード）評価シート
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参考資料１ 

危険物等の危険性に関する調査検討会委員名簿 

 

 

【委員】８名 

田村
た む ら

 昌三
まさみつ

（座長） 横浜国立大学安心・安全の科学研究教育センター 教授 

大谷
おおたに

 英雄
ひ で お

（座長代理） 横浜国立大学大学院環境情報研究院 教授 

朝倉
あさくら

 浩一
こういち

     慶應義塾大学理工学部 准教授 

新井
あ ら い

 充
みつる

      東京大学環境安全研究センター 教授 

芝田
し ば た

 育也
い く や

     大阪大学環境安全研究管理センター 教授 

土橋
ど ば し

 律
りつ

      東京大学大学院工学系研究科 教授 

長谷川
は せ が わ

 和俊
かずとし

    千葉科学大学大学院危機管理学研究科 教授 

三宅
み や け

 淳巳
あ つ み

     横浜国立大学大学院環境情報研究院 教授  

 

 

 

【オブザーバー】３名 

 古積
こ せ き

 博
ひろし

      消防庁消防大学校消防研究センター 危険性物質研究室長 

 鶴田
つ る だ

 俊
たかし

      消防庁消防大学校消防研究センター 特殊災害研究室長 

 岩田
い わ た

 雄策
ゆうさく

     消防庁消防大学校消防研究センター 主任研究官 

 

 

 

 

【事務局】 

 消防庁危険物保安室 室長 鳴田謙二 

 消防庁危険物保安室 課長補佐 加藤晃一 

 消防庁危険物保安室 判定係長 仲田義輝 

 消防庁危険物保安室 判定係 大野喜代治 

 

（敬称略、順不同） 



参考資料２

 

 

確 認 試 験 結 果 

 

 

 
① 塩化チタン（Ⅲ）、無水、アルミニウム還元型・・・・・・自然発火性試験 

 

② 塩化チタン（Ⅲ）・・・・・・・・ ・自然発火性試験、水との反応性試験 

 

③ トリブチルホスフィン・・・・・・・・・・・・・・・・自然発火性試験 

 

④ ラネーニッケル（スポンジニッケル触媒）・・・・・・・・自然発火性試験 

 

⑤ トリメチル亜リン酸・・・・・・・・・・・・・・・・・・・熱分析試験 

 

⑥ １－アリルオキシ－２，３－エポキシプロパン・・・・・・・熱分析試験 

 （アリルグリシジルエーテル） 

 

⑦ シアナミド・・・・・・・・・・・・・・・・圧力容器試験、熱分析試験 

 

⑧ ジケテン・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・熱分析試験 
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